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事業活動の概要

1.社名及び代表者名

株式会社　山倉建設
代表取締役社⾧　　和田 明人

2.所在地
本社 〒380-0874　　⾧野市大字茂菅字境沢西11-4
地蔵平資材置き場 〒380-0875　　⾧野市大字小鍋字地蔵平
小鍋資材置き場 〒380-0875　　⾧野市大字小鍋字神白
新諏訪倉庫 〒380-0873　　⾧野市新諏訪2丁目10-21

3.環境管理責任者・担当者
取締役本部⾧　　　鈴木秀樹　　 (℡026-233-1401)
事務局　　　　　　　 持田徳賜 E-mail  yamakura@yamakura-ken.com

4.事業内容

事業の範囲（事業の区分と廃棄物の種類）

収集運搬（積替保管を除く）する産業廃棄

物　　　・廃プラスチック類・紙くず・木

くず・繊維くず・金属くず・がれき類

収集運搬（積替保管を除く）する一般廃棄物

事業系一般廃棄物（可燃ごみ、資源物

（紙類、缶類、びん類、ペットボトル）、木くず

（伐採木、剪定木及び流木に限る。）・刈草

家庭から一時的に多量に排出されるごみ　可燃ご

み、不燃ごみ、資源物（紙類、缶類、びん類、ペッ

トボトル）、木くず（伐採木及び剪定木に限

る。）・刈草

運搬車両の種類と台数
2ｔダンプトラック　3台　3ｔ　1台

8ｔ　1台

2ｔダンプトラック　5台　3ｔ　1台

0.35ｔ　1台

許可年月日 2025年9月29日 2025年4月1日

許可の有効期限 2030年9月28日 2027年3月31日

産業廃棄物収集運搬 一般廃棄物収集運搬

許可番号 2008073043 10085

保持する廃棄物収集運搬許可内容

総合建設業　　　　　　　(土木工事業、とび・土工工事業、石工事業、鋼構造物工事業　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　舗装工事業、しゅんせつ工事業、塗装工事業、水道施設工事業)
除雪業務委託　　
産業廃棄物収集運搬業 （主として工事の下請けをする際に必要なため取得）
一般廃棄物収集運搬業
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受託した廃棄物の収集運搬量（58期）

5.事業規模

資本金　　　　2,000万円

年間売上　　　430百万円(第58期　2024年12月1日～2025年11月30日)

従業員数 18名

事務所の延べ床面積 234.04ｍ2

6.設立
1968年　7月10日

7.認証登録範囲

全組織、全事業を対象とする。

産業廃棄物 コンクリート塊0.6ｔ　アスファルト塊3.5ｔ
一般廃棄物 紙類　105.0㎏
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株式会社　山倉建設

代表取締役　　和田　明人

改定日 　2026年6月10日

　　します。

F　産業廃棄物収集運搬時のエコドライブに努めます。

G　夏季工事における現場環境の状況把握に留意し、従業員の健康と安全を

　　守るために熱中症対策を行います。

この環境方針は社員全員及び協力会社に周知するとともに一般の方にも公開致します。

制定日　2009年11月1日

E　建設工事に伴う環境負荷（騒音・振動等）の低減に努め地域に優しい施工を実行

A　環境に配慮した事業活動を行ない、環境保全活動の継続的な推進に努めます。　

B　環境関係法令等を遵守し、環境汚染の予防に努めます。

C　事業活動に使用する化石燃料等（軽油、ガソリン、灯油、電力）の省エネルギー

　　に努め、CO2削減に寄与し、地球温暖化防止に努めます。

D　廃棄物の削減に努力し、発生した廃棄物は環境に細心の注意を払って、分別処理

　　をし、リサイクルに努めます。

前述の基本理念を踏まえ以下の６点を当社の環境方針と致します。

①環　境　経　営　方　針

地球環境問題の改善に取り組むことは、今や人類共通のテーマです。

私ども山倉建設は、建設業を通じて地域環境整備に貢献してまいりました。

今後は、事業を通じて循環型環境社会システムを構築し、『地球にやさしい』建設業

を目標とし、経営者から全社員に至るまで、一致団結してこれに取り組み

新しい形での会社の存続と発展を実現させます。

そして常に、地球の未来を考える地域社会から信頼される企業を目指します。

２．基本方針
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当社における2008年を基準に第59期及び中長期の環境目標を設定しました。

 
環境への負荷の軽減目標

※　二酸化炭素排出量の目標は、2008年の実績を基準値として毎年1％づつの削減

を目標とする。

※　廃棄物等の目標については、排出量に関しては当社の努力で増減は不可能な為、

未記述としているが、リサイクル率に関しては毎年99％以上を維持する。

　尚、最終処分の必要な廃棄物が受注工事で発生した場合は、我々側での変更

削減は不可能なので、目標数値に達成しないとして、もやむを得ないとする。

※　総排水量の目標は、2021年度（55期）の実績を基準値として再設定、毎年0.5％づつ削減する。

（）

※　購入電力の排出係数については、2023年度事業者別排出係数の中部電力ミライズ㈱

の調整後排出係数を使用している。 （0.421kg-CO2/kWh　ＣＯ２排出原単位）

※　化学物質の管理については徹底することが大前提ではあるが、実際の作業は

　　無い。（MSDSの入手のみ）PRTR物質の使用も無いので環境目標から外す事とする。

施工及びサービスの改善
（優しい施工、環境に配慮した工
事）

工事毎に気配りされた優しい施工、環境に配慮した施工を行う
　・道路補修工事は近隣の住民に配慮する
　・型枠として使用した板材は繰り返し使用する
　・住宅工事は粉塵やごみを出さない施工をする
　・工事副産物のリサイクルに努める

13%削減

442.5

グリーン購入の推進
再生資材の使用を推進する
事務用品はエコ製品の使用を推進する

環境保全活動の推進
構内緑化活動、環境保全事業への積極的参加、現場周辺の清掃などの取り組み
を推進する 。

-- コピー用紙使用量の削減を推進する

総排水量（水使用量） ｍ３
500 447.5 445.0 440.0 437.5 435.0

見直し基準値 10.5%削減 11%削減 11.5%削減 12%削減 12.5%削減

産業廃棄物の排出量に関しては施工量で大きく変化し操作不可能な為、未記述とした。

99%以上 99%以上
一般廃棄物の
リサイクル率 ％ 80％以上 85％以上 85％以上 85％以上 85％以上 85％以上

廃棄物排
出量の削
減

再生可能廃棄
物排出量のリサ

イクル率

85％以上

コピー用紙購入
量の削減 --

99%以上

ｔ 1,525 － －

％ 99%以上 99%以上 99%以上 99%以上

21%削減

－ － － －

16%削減 17%削減 18%削減 19%削減 20%削減

年間 年間

二酸化炭素排出量
の削減

kg-CO2
154,323 129,631 128,088 126,545 125,002 123,458

（2008年） 年間 年間 年間 年間

121,915

57期 58期 59期 60期 61期

作成日 2025年12月1日

項目 単位 基準値 56期

作成 環境管理責任者 代表者

②第59期（2025年12月1日～2026年11月30日）環境経営目標
持田 鈴木 和田
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「環境目標」及び「環境への取り組みのまとめ」の結果より、環境活動計画を作成した。
平成21年11月より、この計画に沿って、工事部門及び事務所部門担当者が環境計画を
進めて行くこととしました。
昨年1年間において、実施が認められる項目については二重丸を記入、実施未達ではあるが
引き続き活動目標とする項目については丸を記入する。

施工及びサービスの改善

（優しい施工、環境に配慮した工事）

道路補修工事は近隣の住民に配慮する ◎
極力型枠を使用し板材は繰り返し使用する ◎

◎
現場周辺の清掃作業 ◎
会社周囲及び頼朝山登山道の草刈ボランティアの実施 ◎

住宅工事は粉塵やごみを出さない施工をする ◎
工事副産物のリサイクルに努める ◎

ソーラーパネル設置による電力確保 ◎

環境保全活動

建設資材、事務用品等

再生資材の使用（砕石・合材等） ◎
グリーン購入の推進 ○
コピー用紙・ファイル・封筒については

○
エコ製品の使用を推進する
構内緑化活動（花植え） ◎
環境保全事業への積極的参加

電子媒体によるデータ保存の実施 ◎

廃棄物排出量の削減

紙類の分別収集 ◎
産業廃棄物のマニフェスト管理の徹底

◎

紙資源の使用量
コピー用紙の購入量

の削減

コピー用紙の裏面使用の推進 ◎
両面コピーの推進 ◎
書類管理の紙以外の媒体使用の推進 ○

及び再資源化処理施設への搬入推進
一般廃棄物のリサイクル率85％以上を目指す ◎

総排水量 水使用量の削減
水道の蛇口をこまめに締める ◎
節水アピールの強化 ◎
現場における水使用量の把握 ○

ガソリン・軽油の使

用量の削減

アイドリングストップ活動の推進 ◎ ◎
エコドライブの徹底 ◎ ◎
車輌入替時には低燃費車購入の積極的

○ ○

ソーラー式装置等の優先使用 　　 ◎
現場における適材適所の機械使用 ◎

二酸化炭素排出

量削減

電力使用量の削減

エアコン温度設定及び室温管理 ◎
不要照明の消灯徹底 ◎
退社時のパソコン電源オフ ◎

検討
環境対策型建設機械の購入 ◎
環境対策型建設機械の使用 ◎

③第59期環境経営活動計画 作成日 2025年12月1日

環境目標 環境活動内容
対象範囲

本社 現場

作成 環境管理責任者 代表者

持田 鈴木 和田
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各活動担当者

現場周辺の清掃活動 各現場代理人 各現場施工時

社外ボランティア活動の実施 社⾧以下全従業員 定期的に実施
構内緑化活動 社⾧・総務

エコ製品購入の推進 社⾧・総務 備品購入時
環境保全事業への積極的参加 社⾧・鈴木・持田 業務公告時

再生資材の使用 各現場代理人 各担当工事において
グリーン購入の推進 総務　山口 備品購入時

一般廃棄物のリサイクル率85％ 総務　持田 日常随時

廃棄物排出量の縮減 監督　鈴木 各工事施工計画時
紙類の分別収集 総務　持田 日常随時
産業廃棄物のマニフェスト管理の徹底

各現場代理人
再資源化処理施設への搬入推進 各担当工事において

コピー用紙の裏面利用推進 監督　鈴木
日常随時両面コピー推進 実行者　全員

書類管理の紙以外の媒体使用の推進

水使用量の削減
監督　鈴木　実行　総務、事務員 日常随時

現場では代理人が水の使用量を把握 現場施工時

環境対策型建設機械及びエコ・カー導入 社⾧ 車両入替時

（エアコン等の温度設定） 総務課　持田 同上
（消灯・電源オフ） 最終帰宅者 帰社時
ガソリン・軽油の使用量削減 車両・重機運転者全員 使用時

各現場では責任者 施工計画時及び施工時

電力使用量の削減 総務課　持田 日常職務時
何を 誰が いつ
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④目標の達成状況及び環境活動計画の実施状況・次年度に向けての取組

環境への負荷の軽減目標と達成状況【令和6（第58期）年の数値目標】

○：達成、△：わずかに未達成、×：目標の半分以下

1)　二酸化炭素排出量の削減に関して

　第58期の年間目標126,545kg-CO2に対して実績137,660g-CO2と11,115kg-CO2
超過する数値となりました。目標に対して約8.8％の超過です。
　超過理由は明確で軽油の消費量が12,528L、前年比44％増加したことです。
　軽油の消費量が増大したのは、近年除雪方法の変化が進み排雪の作業量が増大し
バックホー・ダンプトラック等の建設機械の稼働量が増加が増加したのが要因です。

　毎年12月から3月までの除雪シーズンは化石燃料の使用量が増大しています。
最近は排雪作業の量が増えており消費量はさらに増大しています。
　基本的に建設機械は軽油を使用しており作業場での消費量削減を図るのは困難です。

総排水量（水使用量） m3 445 502 △

　ただ、ソーラーパネル発電による排出量削減分が26,572kg-CO2有り最終的には
111,088kg-CO2となり無事目標達成にはなりました。

再生可能廃棄物排出量のリサイクル率 ％ 99％以上 99.80% 〇
一般廃棄物のリサイクル率 ％ 85％以上 100.00% ○

ソーラーパネル発電による排出量削減分 kg-CO2 26,572 △
二酸化炭素排出量の削減 kg-CO2 126,545 111,088 〇

単位 目標 実績 達成状況
事業による二酸化炭素排出量 kg-CO2 126,545 137,660 △

作成 環境管理責任者 代表者

作成日 2026年4月1日 持田 鈴木 和田

93141
99270 98870

116021

103627
108710

137660

35410 32121 30349
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27549 26572
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二酸化炭素排出量の経緯

二酸化炭素排出量 ソーラー発電量 年度目標
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　建設機械のエコに対するスペックが毎年のように進化し省エネルギー性能の上昇は
著しいものがありますが,消費量が増えれば与える影響は大きいものがあります。
　この問題は今後の大きなテーマとなりそうです。

　

除雪時における
建設機械の化石
燃料消費量が二酸 　
化炭素排出量を
大きく左右します。

.

（排雪作業状況）      （除雪作業状況）
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　電気使用量は18,023kWhと約24％の削減。最近続く酷暑の中よくこの数値を達成
出来たと思います。健康管理に注意しつつ無理の無い節電に努めたいと思います。

2)　水使用量の削減について

　　水使用量の年間目標442.5㎥に対し、使用量は502㎥、目標未達ではありますが
　過去6年の傾向として500㎥を超過するかどうかが現実的なボーダーラインになるの
　ではと思われます。
　　酷暑の影響も考えられ定量の水使用量の削減と言う現在の目標設定があまり現実的
　ではないとすれば考え方を変えなければいけないのかも知れません。

3)　紙資源使用量の削減について

　　今期も引き続き電子媒体の積極使用による紙資源使用量の削減について進めていく
　予定です。

4)　廃棄物リサイクル率の向上と最終処分量削減について

　再資源化は今期もほぼ100％をキープしています。
　　さらに一定の規模以上且つ条件の合う道路改良・舗装工現場では再生路盤工法への
　変更を提案するなどの産業廃棄物排出量自体を減らす工夫もして行きたいと考えます。

5)　建設資材、事務用品等

　　これも例年同様リサイクル品の使用を進めて行きます。
　再生砕石やAs合材については、ほぼ再生率100％の製品を使用しています。
　
6）環境保全活動について

　　毎年行っている社屋周辺のの草刈りボランティア活動を今期取得した健康経営優良法人
　の健康増進活動の一環として『草刈り＆健康チャレンジ』と銘打って実施する事と

（２８℃設定では室内は冷えない位
日中の気温が上がっている。）

　　産業廃棄物の総排出量は1146.9ｔとほぼ前期の横並びとなりました。
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　なりました。

健康増進両方を推し進める様実施して行きます。

7)　次期の取組内容

引き続き細かな努力を継続させて行きたいと考えています。

①　コピー用紙購入量の削減　

コピー以外に各種電子媒体も増えて来ました。上手く利用して進めたいと思います。

②　環境保全事業への積極的参加

　可能なものは今年も積極的に参加したいと思います。

④　環境保全と労働安全の両立化

　酷暑、ゲリラ豪雨・積雪等の急激な環境変化による落石・倒木等の災害が増えています。
迅速に適切な処理を行う事で地域の安心企業としての地位を確立すると共に『信州の
優しい会社』を目指します。

 　　実施時期が夏場なので  熱中症対策を講じ乍らの活動ではありますが環境整備と

ゲリラ豪雨後の倒木撤去 積雪の重みによる倒木撤去

『草刈り＆健康チャレンジ』 『草刈り＆健康チャレンジ』
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⑤　次のステップへ

　エコアクション21としての進捗は順調に進んでいると思います。
但しそこからSDGsへの発展展開はまだこれからだと考えます。SDGｓの目標期限
まであと５年程と考えると時間はあまり無いように思われますが、劇的な変化は基本
有り得ません。
　今後も着実に活動を進めて行きたいと強く思っています。

    積雪の重みによる倒木撤去 積雪時の倒木による交通規制
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作成日

改正日

遵守評価日

産業廃棄物の適正処理（排出事業者）

・自社による運搬時の表示、書類携帯 順守

木くず、型枠などの野外焼却禁止 順守

廃棄物の処理及び清掃 不法投棄の禁止 順守

に関する法律

手続きについて

（実施要領）[⾧野県]

アスベスト含有建材の 適正撤去・処分に係る手続き 該当なし

適正撤去・処分に係る

・作業基準遵守（法18条の18）

既設建築物における 既存建築物等におけるアスベスト含有建材の

・解体等工事を施工するとき、掲示板の設置・

調査結果等の掲示（法18条の17）

（特定粉じん排出等作業を伴う建設工事）

・事前調査・説明（法18条の17）

出ること 該当無し

大気汚染防止法 特定粉じん（石綿＝アスベスト）の規制 該当無し

事故により油を流出させたときは知事に届け

水質汚濁防止法 有害物質（カドミウム、有機リン化合物、鉛など）

を含む浸透水を地下に浸透させないこと 該当無し

作業開始前の付近住民への説明と 順守

日曜、休日、夜間の当該作業の禁止 順守

特定建設作業の届出　開始７日前　（市町村⾧宛） 順守

作業開始前の付近住民への説明と苦情の未然防止措置 順守

振動規制法 地域別振動規制基準の遵守 順守

日曜、休日、夜間の当該作業の禁止 順守

特定建設作業の届出　開始７日前　（市町村⾧宛） 順守

環境法令等 要求事項 順法状況 備考

騒音規制法 地域別騒音規制基準の遵守 順守

2026年4月 1日 持田 鈴木 鈴木 和田

2026年4月1日

⑤環境関連法規等のとりまとめと遵守状況のチェック表
作成 遵守評価 環境管理責任者 代表者

2012年9月 5日
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実施状況の報告）（市条例79条）

 ・準多量排出事業者の産業廃棄物の減量等

に関する計画（6月末までに減量等計画の提出、 多量排出該当

 ・実績報告（6月末までに産廃処理業者は報告） 順守

（県条例54条）

（県条例16条、市条例25条）

雑則

産業廃棄物の適正な処理に関する規制

 ・工事受注者の講ずべき措置 順守

の必要な対応（排出事業者）

産廃の適正処理を目的とした調査・確認・措置 契約締結の際等に

（法：注意義務）及び不適正処理（おそれ）の場合 確認

条例 　木くずﾁｯﾌﾟの保管の表示、基準 該当無し

⾧野市廃棄物の適正な 　木くずは容器がない場合は90日以上はできない

処理の確保に関する 　木くずﾁｯﾌﾟは容器がなければ180日以上はできない

確保に関する条例 　地面を掘り下げ又は地中での保管基準

（⾧野県） 　火災防止

一般廃棄物処理業の許可 取得

廃棄物の適正な処理の 保管の基準

一般廃棄物の処理（排出事業者） 順守

運搬受託者としてのマニフェストの対応 順守

収集運搬業者の虚偽のマニフェストの交付等の禁止 順守

産業廃棄物処理業の許可等 順守

　年6月末まで）

　産廃処理業者から処理困難通知を受けた時の対応 該当なし

　マニフェストの保管　（A、B2,D,E票５年間） 順守

　マニフェスト交付等状況の報告書の提出（毎 順守

　（B2,D票90日,E票180日以内に返送ない場合は

　　30日以内に県知事へ報告）

・マニフェストの発行 順守

　マニフェストの返却確認 順守

・多量排出事業者（6月末までに減量等計画の 順守

提出、実施状況の報告）

保管を廃止した場合は、30日以内に届け出る。 該当無し

・収集、運搬、処分等の委託の基準 順守

した事業場外において保管する時には

予め県知事に届け出る。（保管面積300㎡以上） 該当無し

・保管基準(60cm四方の表示、飛散・浸透防止） 順守

・建設事業に伴い発生する産業廃棄物を、排出
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オフロード法基準適合車輌の使用 順守

（オフロード法） 点検整備の励行 順守

特定特殊自動車排出ガス 適正燃料の使用(軽油） 順守

の規制等に関する法律

指定数量未満の危険物の貯蔵及び取扱いの技術上の基

準等、届出等（⾧野市条例30～32条、46条）
順守

指定数量未満の危険物（法9条の4） 順守

避難設備、経路の確保 順守

（ドアの前に荷物を置かない等）

消防法 消火器等の消火設備の設置 順守

⾧野市火災予防条例 火災警報設備の設置 順守

土木工事現場必携（⾧野

県）

共通編12　建設副産物対策 順守

建設副産物適正処理 建設発生土と建設廃棄物の適正な処理等に

推進要綱（国交省） 係る総合的な対策を適切に実施する基準 順守

 ・再生資源利用促進計画の作成等（省令7条）

 ・管理体制の整備（省令8条）

 ・管理体制の整備（省令9条）

指定副産物に係る再生資源の利用の促進（法34条） 順守

資源有効利用促進法 再生資源の利用（法15条） 順守

 ・再生資源利用計画の作成等（省令8条）

元請業者は下請業者に対し、県知事又は市⾧

への届出事項を告知すること 順守

分別解体等の計画等について書面を交付する 順守

対象建設工事の元請業者は、発注者に対し、

工事に当っては再資源化された建設資材を

使用すること 順守

法律 クリート）の再資源化を行うこと 順守

（建設リサイクル法）

建設工事に係わる資材 特定建設資材（コンクリート、コンクリート及び

の再生資源化に関する 鉄からなる建設資材、木材、アスファルト・コン

環境保全に関する

条例等

おける廃棄物条例

工事等当該市町村の その地域に求められる環境の保全 順守

及び清掃に関する条例

工事等当該市町村に

⾧野市廃棄物の処理 その地域における廃棄物の処理 順守
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個人事業者等に対しての安全衛生対策

化学物質による健康被害対策

SDS通知ルールの義務化

リスクアセスメント対象物質の再確認

ストレスチェック義務化の準備

高齢労働者の労働災害防止対策

労働安全衛生法 順守

事業者の義務

異常な高温等による健康障害対策（第22条、27条）

労働安全衛生規則

事業者の義務

熱中症患者の報告体制の整備・周知及び熱中症の悪化

防止措置の整備・周知（第612条の2） 順守

環境表示ガイドライン（参考）
あいまいな環境主張は行わない。環境主張に説明文

製品のライフサイクルを考慮する　他

発注仕様等（環境関連） 法規等を含め、記載事項の対応 順守

道路交通法施行規則

安全運転管理者の業務

酒気帯びの有無の目視確認(第9条10の6)

内容の記録・1年間の保存(第9条10の7)
順守

フロン類の放出の禁止 順守

家電リサイクル法 特定家庭用機器（エアコン、テレビ、電気冷蔵庫・電

気冷凍庫、電気洗濯機・衣類乾燥機）が廃棄物になっ

たものの対応 順守

　確認及び説明

 ・第一種フロン類引渡受託者の場合の対応

特定解体工事元請業者としての対応 該当なし

 ・第一種特定製品の設置の有無についての

・点検・整備に係る記録

管理者として第一種特定製品廃棄時の対応 該当なし

・点検（異常音、外観損傷、熱交換器の霜付着）

・漏えい時の措置

フロン排出抑制法 第一種特定製品（業務用エアコン）の管理 順守

・環境の維持保全
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⑥環境関連法規制への違反、訴訟等の有無

社⾧及び環境管理責任者が台帳を元にチェックをした結果、
環境関連法規への違反はありません。
尚、訴訟及び、関連当局からの指摘は過去5年間ありません。

今後も同様に違反等を起こさないように注意しつつ業務に努めて参ります。
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　 解決するよう努力しています。

外部からの苦情受付結果 遵守評価日 2026年4月1日

　　　当社は施工に先駆けて、工事現場及び近隣地区の地区代表・沿線住民に対して
　 工事の内容、工程を充分に説明し、工事内容の案内配布・回覧等を行っています。
　　  騒音・振動等予め迷惑をかけると思われる工種についてはその内容・時期等を
　 くわしく説明することを心がけています。

　　従って、現在に至るまで外部からおおきな苦情があったことはありません。
　　　 また、小さなクレーム等があった場合には即座に対応し、なるべく当日の内に

作成 環境管理責任者

持田徳賜 鈴木秀樹
作成日 2011年6月1日
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⑦　5.3.1 組織図
　　　組織の命令系統を組織図で示す 作成 確認 確認 承認

【マネジメント機能】
・会社運営方針

　　　　【代表者】
 　　 代表取締役
 　　　 和田 明人

　【安全管理責任者】 　【環境管理責任者】
　(安全衛生推進者） 　　　(エコアクション21事務局兼務）

  　　常務取締役   　取締役本部長
  　　　山口 卓也   　　　鈴木 秀樹

【工程会議】
・現場進捗、実行予算確認
・内部監査
・安全パトロール報告
・問題点の是正処置
・目標の設定等

       【工事部門】 　　【本社事務所】
    (各現場代理人） 　　（OHSAS事務局）

（エコアクション21事務局)

〇〇 〇〇  　　　持田 徳賜
〇〇 〇〇
〇〇 〇〇
〇〇 〇〇

　　【現場作業員】 　　　【本社事務所】
〇〇 〇〇 〇〇 〇〇
〇〇 〇〇 〇〇 〇〇

 　　  全従業員

【月例朝礼】
・季節に応じた安全教育、確認

・その他連絡事項（月1回開催の全体会議）

持田 山口 鈴木 和田作成：2009年11月1日
確認：2026年4月1日
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⑧ 代表者による見直し

　 感じます。気温の上昇や変動の著しい気候状況、未だ解決しない貧困格差など問題点
を上げれば限りなく出てくるでしょう。あと5年でその大多数が解決する、又は解決
する方に舵を切る事が出来るという様な楽観視は出来ないと思います。

　 　恐らくはゴールまで一定のスパンを設けた上で中間報告が行われ、下方修正された
目標が提示されるのではないでしょうか。

　　そんな状況下で自分たちに何が出来るのかを考えるとやはり『地道にひとつづつ』
 　に尽きると思います。劇的な変化は望めませんので少しづつ前進したいと思います。

　引き続き従業員の皆さんの協力をお願いします。

1.環境経営方針

　今期も環境目標の基本方針に関しては現状のままとする。

　

2.環境経営目標
　二酸化炭素排出量の削減は堅調に推移していたが58期については排出量の増加が
目立った。化石燃料の使用量について注意はして頂きたいと思います。
　但し、方向は間違っていないと思いますのでこのまま続けて下さい。
　総排水量については頭打ちの可能性もあると思います。1年状況を再確認して次期
新しい基準を設定すべきか考えます。

3.環境経営活動計画

　下方修正せずにこのまま目標とする。

4.環境経営システム

　これに関しても今のところ変更は考えない。但し我々の弱点と思われる箇所は見直しを行い
新たな武器に繋がる様検討を進めたい。

5.実施体制
変更なし、このままとする。

2026年　　6月15日

代表取締役　　　　　　　和田　明人

  　　SDGｓの目標期限の2030年まであと５年となりその進捗は偏りや遅れが有る様に　
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